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議案第６２号

白河市長等の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する

条例

白河市長等の給与及び旅費に関する条例（平成１７年白河市条例第４２号）の一部を

次のように改正する。

附則に次の１項を加える。

（令和２年６月に支給する期末手当に関する特例措置）

４ 令和２年６月に支給する期末手当に関する第４条の規定の適用については、同条中

「１００分の１６７．５」とあるのは「市長にあっては１００分の８３．７５、副市

長にあっては１００分の１００.５、教育委員会教育長にあっては１００分の１１７.

２５」とする。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、令和２年６月１日から適用する。

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第６３号

白河市税条例等の一部を改正する条例

（白河市税条例の一部改正）

第１条 白河市税条例（平成１７年白河市条例第７２号）の一部を次のように改正する。

第２４条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。

第３４条の２中「第１２項」を「第１１項」に、「寡婦（寡夫）控除額」を「寡婦控

除額、ひとり親控除額」に、「第７項」を「第６項」に改める。

第３６条の２第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条の２第４項」

に改める。

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同

条第１項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。

第３６条の３の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同

条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項第３号を削り、同項第４

号を同項第３号とする。

第４８条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の７第５項及び

第１１項」に改める。

第５４条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改め、同条第４項中

「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、「これを」を削り、「課

する」を「課することができる」に改め、同項に後段として次のように加える。

この場合において、市は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、その旨を

当該使用者に通知しなければならない。

第５４条第７項を同条第８項とし、同条第６項中「によって」を「により」に、「第

４９条の２」を「第４９条の３」に、「みなす」を「みなすことができる」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第５項中「によって」を「により」に、「においては」を「に

は」に、「登録されている」を「登録がされている」に、「みなす」を「みなすことが

できる」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１項を加える。

５ 法第３４３条第５項に規定する探索を行ってもなお固定資産の所有者の存在が不明

である場合（前項に規定する場合を除く。）には、その使用者を所有者とみなして、

固定資産課税台帳に登録し、その者に固定資産税を課することができる。この場合に

おいて、市は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、その旨を当該使用者に

通知しなければならない。

第６１条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９条の３第１

１項」に改める。

第６１条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を「第３４９条

の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９項」を「第３４９条の３

第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９条の３第３０項」を「第３４９条の３第２

９項」に改める。
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第７４条の２の次に次の１条を加える。

（現所有者の申告）

第７４条の３ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以下この条及

び次条において同じ。）は、現所有者であることを知った日の翌日から３月を経過し

た日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。

(1) 土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定する個人との関係

及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所、

氏名又は名称及び同号に規定する個人との関係）

(2) 土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋補充課

税台帳に登記又は登録がされている個人が死亡している場合における当該個人の住

所及び氏名

(3) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項

第７５条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「により、又は現所有

者が前条の規定により」に、「においては」を「には」に改める。

第９４条第２項に次のただし書を加える。

ただし、１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たばこの本数の算定について

は、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの０．７本に換算するものとする。

第９４条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書に規定する葉

巻たばこを除く。）」を加える。

第９６条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項（法第４６９条

第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」に、「第１６条の２の３」を「第１６条

の２の３第２項」に、「提出しない場合には、適用しない」を「提出している場合に限

り、適用する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。

２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規定は、卸売

販売業者等が、同条第１項第１号又は第２号に掲げる製造たばこの売渡し又は消費等

について、第９８条第１項又は第２項の規定による申告書に前項（法第４６９条第１

項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の適用を受けようとする製造たばこに係る

たばこ税額を記載し、かつ、施行規則第１６条の２の３第１項に規定する書類を保存

している場合に限り、適用する。

第９８条第１項中「第９６条第２項」を「第９６条第３項」に改める。

第１３１条第６項中「第５４条第６項」を「第５４条第７項」に改める。

附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合

（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付割合

をいう。次項において同じ。）」に、「この条において同じ」を「この項において同じ」

に改め、「（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）」を削り、「当該特例

基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に

改め、同条第２項中「特例基準割合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年０．５パー

セントの割合を加算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年

中」に、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合と」を「当該加

算した割合と」に改める。
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附則第４条第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。

附則第８条第１項中「令和３年度」を「令和６年度」に改める。

附則第１０条中「法附則第１５条から第１５条の３の２まで」の次に「、第６１条又

は第６２条」を加え、「又は法附則第１５条から第１５条の３の２まで」を「又は附則

第１５条から第１５条の３の２まで、第６１条若しくは第６２条」に改める。

附則第１０条の２第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項第６号」を「附

則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項中「附則第１５

条第３３項第１号イ」を「附則第１５条第３０項第１号イ」に改め、同項を同条第３項

とし、同条第５項中「附則第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５条第３０項第１

号ロ」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項を削り、同条第７項中「附則第１５

条第３３項第１号ニ」を「附則第１５条第３０項第１号ハ」に改め、同項を同条第５項

とし、同条第８項中「附則第１５条第３３項第１号ホ」を「附則第１５条第３０項第１

号ニ」に改め、同項を同条第６項とし、同条第９項中「附則第１５条第３３項第２号イ」

を「附則第１５条第３０項第２号イ」に改め、同項を同条第７項とし、同条第１０項中

「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第１５条第３０項第２号ロ」に改め、同項

を同条第８項とし、同項の次に次の１項を加える。

９ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に規定する条例で定

める割合は、４分の３とする。

附則第１０条の２第１１項中「附則第１５条第３３項第３号イ」を「附則第１５条第

３０項第３号イ」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第１２項中「附則第１５条第

３３項第３号ロ」を「附則第１５条第３０項第３号ロ」に改め、同項を同条第１１項と

し、同条第１３項中「附則第１５条第３３項第３号ハ」を「附則第１５条第３０項第３

号ハ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項中「附則第１５条第４４項」を

「附則第１５条第３８項」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１５項中「附則第

１５条第４５項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条

第１６項中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４１項」に改め、同項を同条

第１５項とし、同条第１７項を同条第１６項とし、同項の次に次の１項を加える。

１７ 法附則第６２条に規定する条例で定める割合は、零とする。

附則第１１条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。

附則第１１条の２の見出し中「平成３１年度又は平成３２年度」を「令和元年度又は

令和２年度」に改め、同条第１項中「平成３１年度分又は平成３２年度分」を「令和元

年度分又は令和２年度分」に改め、同条第２項中「平成３１年度適用土地又は平成３１

年度類似適用土地」を「令和元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地」に、「平成

３２年度分」を「令和２年度分」に改める。

附則第１２条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平成３

２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。

附則第１２条の２中「地方税法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第７号）附

則第１５条」を「地方税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）附則第２

２条」に、「平成２１年度から平成２３年度まで」を「平成３０年度から令和２年度ま

で」に改める。
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附則第１３条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平成３

２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。

附則第１５条第１項中「又は法」を「又は」に、「平成３２年度」を「令和２年度」

に改め、同条第２項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。

附則第１５条の２中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」に改める。

附則第１７条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項」を加

える。

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和２年度」を「令和５年度」に改め、同条

第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改める。

附則に次の３条を加える。

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続）

第２４条 第９条第７項の規定は、法附則第５９条第３項において準用する法第１５条

の２第８項に規定する条例で定める期間について準用する。

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例）

第２５条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するため

の国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５号。次条において「新

型コロナウイルス感染症特例法」という。）第５条第４項に規定する指定行事のうち、

市長が指定するものの中止若しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定行

事の入場料金、参加料金その他の対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄

を同条第１項に規定する指定期間内にした場合には、当該納税義務者がその放棄をし

た日の属する年中に法附則第６０条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の

法第３１４条の７第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして、第３４条

の７の規定を適用する。

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例）

第２６条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例

法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第７条の３の２第１項の規定

の適用については、同項中「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年度」とする。

第２条 白河市税条例の一部を次のように改正する。

第１９条中「第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書に」を「第３２１条の８

第３４項及び第３５項の申告書に」に、「においては」を「には」に改め、同条第４号

中「によって」を「により」に改め、同条第５号中「、第４項又は第１９項」を「又は

第３１項」に改め、同条第６号中「第３２１条の８第２２項及び第２３項」を「第３２

１条の８第３４項及び第３５項」に改める。

第２０条中「及び第４項」を削り、「並びに」を「及び」に改める。

第２３条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第３１条第２項の

表第１号において「収益事業」という。）」を加え、「第３１条第２項の表の第１号」を

「同号」に、「第４８条第１０項から第１２項まで」を「第４８条第９項から第１６項

まで」に改める。

第３１条第２項の表第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２条第１

項第４号の２」に改め、同条第３項中「、同項第２号の連結事業年度開始の日から６月
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の期間若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は同項第４号」を「若

しくは同項第２号の期間又は同項第３号」に改める。

第４８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３１項、第３

４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び第１３項」を「第９項、第１０項及

び第１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第３５項」に、

「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２項後段」に改め、同条第

２項中「第６６条の７第５項及び第１１項又は第６８条の９１第４項及び第１０項」を

「第６６条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１条の８第２４項」を「第３２１条

の８第３６項」に改め、同条第３項中「第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第６

８条の９３の３第４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に、「第

３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め、同条第４項中「第３２

１条の８第２６項」を「第３２１条の８第３８項」に改め、同条第５項中「第３２１条

の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」

に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条第３

５項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条

第２２項」を「同条第３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第

３５項」に改め、同条第７項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４

項」に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中「第３２

１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第９項を削り、同条第

１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第５２項」に、「同条第４２

項」を「同条第５２項」に、「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を同条第９項と

し、同条第１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中「第１０項」を「第９項」に改

め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「第１０項」を「第９項」に、「第７５

条の４第２項」を「第７５条の５第２項」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１

４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第１３項」を「第１２項」に、「第１０項」

を「第９項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」を「第

１２項前段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条の８第６１項」に、「第

１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１７項中「第１３項後

段」を「第１２項後段」に、「第１５項」を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若

しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第

７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条

第１６項とする。

第５０条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」

を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３項

中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、「（同条第２項又は第４項に

規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連結子法人との間に連

結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親

法人をいう。以下この項において同じ。）若しくは連結完全支配関係があった連結親法

人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこ

と。次項第２号において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又は第１９項」を
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「又は第３１項」に改める。

第５２条第４項から第６項までを削る。

第９４条第２項ただし書中「０．７グラム」を「１グラム」に、「０．７本」を「１

本」に改める。

附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。

附則第１０条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第６４条」に、「第６１

条若しくは第６２条」を「第６３条若しくは第６４条」に改める。

附則第１０条の２第１７項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改める。

（白河市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第３条 白河市税条例等の一部を改正する条例（令和元年白河市条例第１８号）の一部

を次のように改正する。

第３条のうち、白河市税条例第２４条第１項第２号の改正規定を削る。

附則第１条第３号を次のように改める。

(3) 削除

附則第１条第４号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削る。

附則第４条を次のように改める。

第４条 削除

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。

(1) 第１条中白河市税条例第９４条第２項にただし書を加える改正規定及び同条第４

項の改正規定並びに附則第６条の規定 令和２年１０月１日

(2) 第１条中白河市税条例第２４条第１項第２号、第３４条の２及び第３６条の２第

１項ただし書の改正規定並びに同条例附則第３条の２、第４条第１項、第１７条第１

項及び第１７条の２第３項の改正規定並びに同条例附則に３条を加える改正規定（附

則第２５条及び第２６条に係る部分に限る。）並びに第２条中白河市税条例附則第１

０条及び第１０条の２第１７項の改正規定並びに次条並びに附則第３条第２項及び第

３項の規定 令和３年１月１日

(3) 第２条中白河市税条例第９４条第２項ただし書の改正規定及び附則第７条の規定

令和３年１０月１日

(4) 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定 令和４年４月

１日

（延滞金に関する経過措置）

第２条 第１条の規定による改正後の白河市税条例（以下「新条例」という。）附則第３

条の２の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後の期間に対応する延滞金につ

いて適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。

（市民税に関する経過措置）

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令

和２年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和元年度分までの個人の市民
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税については、なお従前の例による。

２ 新条例第２４条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第３４条の２及び第３６条の

２第１項の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和２年

度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

３ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第３６条の２第１項の

規定の適用については、同項ただし書中「地震保険料控除額」とあるのは、「地震保険

料控除額、ひとり親控除額（地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）

第１条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）第２９２条第１項第１１号に

規定する寡婦（旧法第３１４条の２第３項の規定に該当するものに限る。）又は旧法第

２９２条第１項第１２号に規定する寡夫である第２３条第１項第１号に掲げる者に係る

ものを除く。）」とする。

４ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与について提出する同項及び同条第２

項に規定する申告書について適用する。

５ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭

和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条

の７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する新条例第３６条の３の３第

１項に規定する申告書について適用する。

第４条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の白河市税条例の規定中法人の市民

税に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この条において「４号施行日」

という。）以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律

第８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改

正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号。以下この条において「４年旧法人税法」と

いう。）第２条第１２号の７に規定する連結子法人（次項において「連結子法人」とい

う。）の連結親法人事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法

人事業年度をいう。次項において同じ。）が４号施行日前に開始した事業年度を除く。）

分の法人の市民税について適用する。

２ ４号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が４号施行日前

に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び４号施行日前に開始した連結事業

年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事業年度をいう。以下この項

において同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度が４号施行日前に開始した連結事

業年度を含む。）分の法人の市民税については、なお従前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

第５条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和

２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの固定資産税につ

いては、なお従前の例による。

２ 新条例第５４条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用

し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。

３ 新条例第５４条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用

する。
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４ 新条例第７４条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者であることを

知った者について適用する。

５ 新条例附則第１２条の２の規定は、平成３０年度以後の年度分の固定資産税について

適用する。

６ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部

を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２

５年法律第２２６号。次項及び第８項において「旧法」という。）附則第１５条第２項

に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。

７ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第

１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税

については、なお従前の例による。

８ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第

１５条第４０項に規定する家屋及び償却資産に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。

（市たばこ税に関する経過措置）

第６条 附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった葉

巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。

第７条 附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった葉

巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。

（白河市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第８条 白河市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年白河市第３０号）の一部を次

のように改正する。

附則第５条第２項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改

め、同条第１３項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め、同条

第１４項の表第５項の項中「平成３１年１０月３１日」を「令和元年１０月３１日」に

改め、同表第６項の項中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。

第９条 白河市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年白河市第２８号）の一部を次

のように改正する。

附則第２条の２中「３１年新条例」を「元年新条例」に改める。

附則第４条第１項中「３１年新条例」を「元年新条例」に改め、同条第２項中「３１

年新条例」を「元年新条例」に、「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。

（白河市税条例の一部を改正する条例の一部改正）

第１０条 白河市税条例の一部を改正する条例（平成２９年白河市第１８号）の一部を次

のように改正する。

附則第３条第２項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。

（白河市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第１１条 白河市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年白河市第３１号）の一部を

次のように改正する。

附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。

附則第９条第４項及び第５項中「３２年新条例」を「２年新条例」に改める。
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附則第１１条第４項及び第５項中「３３年新条例」を「３年新条例」に改める。

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第６４号

白河市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及

び不均一課税に関する条例の一部を改正する条例

白河市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均一課税に関する条例

（平成２８年白河市条例第４６号）の一部を次のように改正する。

第２条及び第２条の２中「平成３２年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第６５号

白河市東日本大震災による被災者に対する市税等の減免に

関する条例の一部を改正する条例

白河市東日本大震災による被災者に対する市税等の減免に関する条例（平成２３年白河

市条例第２３号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項第３号中「第２９２条第１項第９号」を「第２９２条第１項第１０号」に

改め、同条第２項中「控除対象配偶者又は同項第８号」を「同一生計配偶者又は同項第９

号」に改める。

附則に次の２項を加える。

（令和２年度における国民健康保険税の減免の特例）

２６ 第６条第５号又は第６号に規定する世帯で、次に掲げるものに係る国民健康保険税

に対する第７条の規定の適用については、同条中「、平成２３年度及び平成２４年度」

とあるのは、「及び平成２３年度から令和２年度まで」とする。

(1) 帰還困難区域、居住制限区域又は避難指示解除準備区域（原子力災害対策特別措

置法第２０条第２項の規定による原子力災害対策本部長の指示の対象とされた区域を

いう。）に住所を有していた世帯

(2) 令和２年３月３１日までに指示が解除された緊急時避難準備区域、居住制限区域

若しくは避難指示解除準備区域（原子力災害対策特別措置法第２０条第２項の規定に

よる原子力災害対策本部長の指示の対象とされた区域をいう。）又は指定が解除され

た特定避難勧奨地点に住所を有していた世帯（当該世帯に属する国民健康保険の被保

険者に係る令和元年の国民健康保険法施行令第２９条の３第２項に規定する基準所得

額の合計額が６００万円を超えるものを除く。）

（令和２年度における介護保険料の減免の特例）

２７ 第８条第４号又は第５号に規定する避難又は退避を行った者で、次に掲げるものに

係る介護保険料に対する第９条の規定の適用については、同条中「、平成２３年度及び

平成２４年度」とあるのは、「及び平成２３年度から令和２年度まで」とする。

(1) 帰還困難区域、居住制限区域又は避難指示解除準備区域（原子力災害対策特別措

置法第２０条第２項の規定による原子力災害対策本部長の指示の対象とされた区域を

いう。）に住所を有していた者

(2) 令和２年３月３１日までに指示が解除された緊急時避難準備区域、居住制限区域

若しくは避難指示解除準備区域（原子力災害対策特別措置法第２０条第２項の規定に

よる原子力災害対策本部長の指示の対象とされた区域をいう。）又は指定が解除され

た特定避難勧奨地点に住所を有していた者（合計所得金額（令和元年中の法第２９２

条第１項第１３号に規定する合計所得金額（法附則第３３条の２第５項に規定する上

場株式等に係る配当所得等の金額、法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係

る事業所得等の金額、法附則第３４条第４項に規定する課税長期譲渡所得金額（法第

３１４条の２の規定の適用がある場合には、その適用前の金額とする。）、法附則第
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３５条第５項に規定する課税短期譲渡所得金額（法第３１４条の２の規定の適用があ

る場合には、その適用前の金額とする。）、法附則第３５条の２第５項に規定する一

般株式等に係る譲渡所得等の金額、法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株

式等に係る譲渡所得等の金額又は法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係

る雑所得等の金額がある場合は、当該金額を含む。）をいう。）が６３３万円以上の

ものを除く。）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第６６号

白河市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

白河市国民健康保険税条例（平成２３年白河市条例第２９号）の一部を次のように改正

する。

第２条第２項ただし書中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項ただし書中「１

６万円」を「１７万円」に改める。

第２３条中「６１万円」を「６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に改め、同条

第２号中「２８万円」を「２８万５，０００円」に改め、同条第３号中「５１万円」を「５

２万円」に改める。

第２８条第２項に次のただし書を加える。

ただし、当該期限までに提出することが困難な特別の事由があると市長が認めるとき

は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の白河市国民健康保険税条例第２条及び第２３条の規定は、令

和２年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和元年度分までの国民健康

保険税については、なお従前の例による。

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第６７号

白河市介護保険条例の一部を改正する条例

白河市介護保険条例（平成１７年白河市条例第１０９号）の一部を次のように改正する。

第９条第２項各号列記以外の部分に次のただし書を加える。

ただし、当該期限までに提出することが困難な特別の事由があると市長が認めるとき

は、市長が別に定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第６８号

白河第二中学校建設事業建築工事請負契約について

市は、次のとおり白河第二中学校建設事業建築工事請負契約を締結する。

１ 契 約 の 目 的 白河第二中学校建設事業建築工事請負契約

２ 工 期 議会の議決を得た日の翌日から令和５年１２月２８日まで

３ 契 約 金 額 ３，０６３，５００，０００円

４ 契 約 の 方 法 制限付一般競争入札

５ 契約の相手方 白河市土武塚１１番地２

藤田・松本特定建設工事共同企業体

代表者 藤田建設工業株式会社白河支店

取締役支店長 星 幸 一

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第６９号

白河第二中学校建設事業電気設備工事請負契約について

市は、次のとおり白河第二中学校建設事業電気設備工事請負契約を締結する。

１ 契 約 の 目 的 白河第二中学校建設事業電気設備工事請負契約

２ 工 期 議会の議決を得た日の翌日から令和５年１２月２８日まで

３ 契 約 金 額 ３６４，１００，０００円

４ 契 約 の 方 法 指名競争入札

５ 契約の相手方 白河市昭和町２５２番地

株式会社白河電設

代表取締役 相 笠 惠 一

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第７０号

白河第二中学校建設事業暖冷房衛生設備工事請負契約につ

いて

市は、次のとおり白河第二中学校建設事業暖冷房衛生設備工事請負契約を締結する｡

１ 契 約 の 目 的 白河第二中学校建設事業暖冷房衛生設備工事請負契約

２ 工 期 議会の議決を得た日の翌日から令和５年１２月２８日まで

３ 契 約 金 額 ３３３，３００，０００円

４ 契 約 の 方 法 指名競争入札

５ 契約の相手方 白河市新白河一丁目２５１番地

山田設備工業株式会社

代表取締役 山 田 顕 一 郎

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第７１号

小峰城跡（水懸口北面）石垣修復整備工事請負契約の一部

変更について

令和元年６月１１日市議会の議決を受けた議案第８９号小峰城跡（水懸口北面）石垣修

復整備工事請負契約についての一部を次のように変更する。

工期中「令和２年８月３１日」を「令和２年９月３０日」に、契約金額中「２９１，５

００，０００円」を「２９７，９５９，２００円」に変更する。

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第７２号

動産の取得について

市は、次のとおり動産を取得する。

１ 取 得 の 目 的 本庁舎執務室等の備品の用に供するため

２ 取得する動産 次の表のとおり

動産の種類 数量

平机 ４６

大型テーブル ３４

デスクマット ２３６

ワゴン ２６５

事務用椅子 ２３６

ローカウンター用椅子 ８４

ミーティングテーブル １２

ミーティングテーブル用椅子 ３８

スチール製書庫 １７１

スライド式書庫 ４

パーソナルロッカー ２０

耐火金庫キャビネット １

電話台 １００

パーテーションパネル（連結ポスト・脚付き） ４５

文書区分キャビネット ６

給湯室キャビネット ６

給湯室テーブル ２

冷凍冷蔵庫 ２

電子レンジ ２

３ 契 約 の 方 法 随意契約

４ 契 約 金 額 ５８，４５８，８９５円

５ 契約の相手方 白河市中田１０５番地３

ＳｅｋｏＦａｎｓ共同企業体

代表者 有限会社あぶくま教育

代表取締役 渡 辺 岳 朋

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第７３号

損害賠償の額の決定及び和解について

市は、次により、公園の管理瑕疵に伴う物損事故に係る損害賠償の額を定め、和解する。

１ 損害賠償の相手方の住所及び氏名

２ 損害賠償の額

６６６，９３０円

３ 損害賠償をする理由

令和２年３月５日南湖公園内の桜の枝が強風により折れ、 氏所有の普通自動

車に落下し、同自動車に損害を与えたため

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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報告第３号

専決処分の報告について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。

専決第５号 損害賠償について

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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別紙

専決第５号

損害賠償について

市は、次により、交通事故に係る損害賠償の額を定め、和解する。

１ 損害賠償の相手方の住所及び氏名

２ 損害賠償の額

１，０８５，８９１円

３ 損害賠償をする理由

令和２年２月３日県道棚倉矢吹線において、市有自動車が 所有の普

通貨物自動車右前部に接触し、同自動車に損害を与えたため

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分する。

令和２年５月１４日

白河市長 鈴 木 和 夫
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報告第４号

法人の経営状況について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、市が出資

している法人の経営状況を説明する書類を別冊のとおり提出する。

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫

１ 白河地方土地開発公社

２ 公益財団法人白河観光物産協会

３ 株式会社ひがし振興公社

４ 一般社団法人産業サポート白河



報告第５号

令和元年度白河市継続費繰越しの報告について

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定により、令和元年度白河市一般会計予算の継続費のうちから、次の

とおり令和２年度へ逓次繰り越したので、報告する。

令和元年度白河市継続費繰越計算書

一般会計

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

款

左の財源内訳

特定財源

514,650,000
庁舎耐震
補強事業

地方債 その他

項
継続費の

総　　額 予算計上額
前年度逓次
繰越額

事業名

2,554,533,000 406,379,000

国　県

支出金

173,880,000 7,280,000108,271,000

繰越金

340,770,000 173,880,000

翌年度逓次
繰越額

残額
計

166,600,000

令和元年度継続費予算現額
支出済額
及　　び
支出見込額

15 総
務費

10 総務
管理費

-
2
5

-



報告第６号

令和元年度白河市繰越明許費繰越しの報告について

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定により、令和元年度白河市一般会計予算、令和元年度白河

市公共下水道事業特別会計予算及び令和元年度白河市農業集落排水事業特別会計予算の繰越明許費に係る歳出予算の経費を次のとお

り令和２年度へ繰り越したので、同条第２項の規定により報告する。

令和元年度白河市繰越明許費繰越計算書

１ 一般会計

円 円 円 円 円 円 円

国

県

県

県

県

10 農業費

緊急自然災害防止対策事業（農業
用施設）

36,000,000 36,000,000

3,750,000 2,291,000111,480,000
農業水路等長寿命化・防災減災事
業

強い農業基盤づくり事業 11,020,000

5,700,000

16,667,000

畜産クラスター事業 113,077,000

11,020,000

1,155,000

3,316,000

8,333,000

一般財源
国県支出金 そ の 他

25,079,000

未収入特定財源
款 項

既収入特定財源
地 方 債

21,700,00022,855,000 22,855,000

41,746,000

事　業　名 金　額 翌年度繰越額

災害廃棄物処理事業

10 総務管理費

左　の　財　源　内　訳

15 総務費

41,746,000

集会所整備事業

70,088,000

10 保健衛生費

113,077,000

70,088,000

109,761,000

20,00011,000,000

25 衛生費

61,755,000

36,000,000

農業災害関連事業

123,230,000 123,221,00035 農林水産業費

-
2
6

-



県

国

県

国

国

国

県

県

20 林業費 ふくしま森林再生事業 103,220,000 102,813,000 7,558,00095,255,000

45 土木費

20 道路橋りょう費

道路維持管理事業 24,000,000 9,583,000

道路改良事業（交付金） 505,777,000 292,737,000

9,583,000

142,300,000 22,913,000127,524,000

30 河川費

緊急自然災害防止対策事業（河
川）

58,780,000 39,214,000 39,200,000 14,000

河川災害関連事業 179,100,000 179,100,000 15,900,000 3,900,000159,300,000

40 都市計画費

歴史と伝統を活かしたまちづくり
事業

11,000,000 11,000,000 6,600,0004,400,000

都市計画災害関連事業 15,000,000 13,247,000 13,247,000

街路事業（交付金） 45,467,000 44,320,000 17,900,000 13,172,00013,248,000

55 教育費 50 社会教育費 文化財保護費 159,821,000 152,212,000 45,646,000106,566,000

5 厚生労働施設災
害復旧費

斎場単独災害復旧事業（現年災） 43,180,000 43,180,000 43,100,000 80,000

10 農林水産業施設
災害復旧費

農地補助災害復旧事業（現年災） 760,181,000 760,181,000 27,300,000 3,108,000729,773,000

農地単独災害復旧事業（現年災） 120,000,000 106,761,000 77,800,000 28,961,000

農業用施設補助災害復旧事業（現
年災）

1,134,967,000 1,134,967,000 16,300,000 1,860,0001,116,807,000

農業用施設単独災害復旧事業（現
年災）

180,400,000 90,643,000 67,000,000 23,643,000

60 災害復旧費

-
2
7

-



県

国

国

国

国
県

林業用施設補助災害復旧事業（現
年災）

176,707,000 176,707,000 1,404,000 12,500,000 4,404,000158,399,000

林業用施設単独災害復旧事業（現
年災）

55,000,000 45,357,000 33,600,000 11,757,000

20 公共土木施設災
害復旧費

道路橋りょう補助災害復旧事業
（現年災）

686,100,000 602,067,000 248,300,000 26,355,000327,412,000

道路橋りょう単独災害復旧事業
（現年災）

58,000,000 29,526,000 29,500,000 26,000

河川補助災害復旧事業（現年災） 718,100,000 708,090,000 209,800,000 31,284,000467,006,000

河川単独災害復旧事業（現年災） 24,300,000 21,760,000 21,000,000 760,000

都市施設単独災害復旧事業（現年
災）

3,412,000 3,412,000 3,412,000

30 文教施設災害復
旧費

公立学校補助災害復旧事業（現年
災）

29,883,000 29,883,000 6,800,000 9,446,00013,637,000

社会教育施設単独災害復旧事業
（現年災）

35,730,000 35,150,000 35,100,000 50,000

文化財補助災害復旧事業（現年
災）

161,884,000 160,237,000
111,742,000

21,400,000 71,00027,024,000

文化財単独災害復旧事業（現年
災）

1,670,000 1,212,000 600,000 612,000

40 その他公共施設
・公用施設災害復
旧費

情報通信施設単独災害復旧事業
（現年災）

1,852,000 1,852,000 1,800,000 52,000

工業団地単独災害復旧事業（現年
災）

86,492,000 86,352,000 80,500,000 5,852,000

-
2
8

-



２ 公共下水道事業特別会計

３ 農業集落排水事業特別会計

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫

円 円 円 円 円 円 円

国

単独（起債）事業 24,109,000 24,109,000

33,378,0003,662,000管渠（一般）事業
10 公共下水道事業
費

66,945,000 66,940,000
10 公共下水道事
業費

60 災害復旧費
10　公共下水道施
設災害復旧費

国県支出金 そ の 他地 方 債

22,900,000

29,900,000

款 項 事　業　名 金　額 翌年度繰越額

左　の　財　源　内　訳

既収入特定財源
未収入特定財源

公共下水道施設単独災害復旧事業
（現年災）

28,700,000 28,660,000

1,209,000

28,600,000 60,000

一般財源

円 円 円 円 円 円 円

国 19,000,00025,000,00060 災害復旧費
10　農業集落排水
施設災害復旧費

農業集落排水施設補助災害復旧事
業（現年災）

44,000,000 44,000,000

項 事　業　名 金　額 翌年度繰越額

左　の　財　源　内　訳

既収入特定財源
未収入特定財源

款

一般財源
国県支出金 地 方 債 そ の 他

-
2
9

-



報告第７号

令和元年度白河市事故繰越繰越しの報告について

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３項の規定により、令和元年度白河市公共下水道事業特別会計予算の

事故繰越に係る歳出予算の経費を次のとおり令和２年度へ繰り越したので、報告する。

令和元年度白河市事故繰越繰越計算書

公共下水道事業特別会計

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫

円 円 円 円 円 円 円 円

（国）

左の財源内訳

42,810,000

21,355,000 台風19号災害により
労務者の確保が困難
となったため

21,355,000

21,455,00010 公共下水道事
業費

10 公共下水道事
業費

74,580,000 37,290,000

左の内訳

支出済額 支出未済額
款 項 事　業　名

下水道施設等更
新事業

支出負担
行為額

支出負担
行　　為
予 定 額

37,290,000 5,520,000

翌年度
繰越額

説　明既収入
特定財源

一般財源

未収入
特定財源

（内訳）-
3
0

-



報告第８号

令和元年度白河市水道事業会計予算の繰越しの報告について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定により、令和元年度白河市水道事業会計予算のうちから、次

のとおり令和２年度へ繰り越したので、同条第３項の規定により報告する。

令和元年度白河市水道事業会計予算繰越計算書

令和２年６月１８日提出

白河市長 鈴 木 和 夫

損 益 勘 定
留 保 資 金

国県支出金

円 円 円 円 円 円 円

配水管整備事業 105,160,000 105,160,000 53,534,000 県 51,626,000

県施工工事との工程調
整・協議により年度内
での完了が困難となっ
たため

予 算
計 上 額

支 払 義 務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳
不用額

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購 入 限 度 額

1 資本的
支出

1 建設改
良費

説 明款 項 事 業 名

-
3
1

-
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	　白河市長等の給与及び旅費に関する条例（平成１７年白河市条例第４２号）の一部を次のように改正する。
	　附則に次の１項を加える。
	　（令和２年６月に支給する期末手当に関する特例措置）
	４　令和２年６月に支給する期末手当に関する第４条の規定の適用については、同条中　「１００分の１６７．５」とあるのは「市長にあっては１００分の８３．７５、副市　長にあっては１００分の１００.５、教育委員
	　　　附　則
	　この条例は、公布の日から施行し、令和２年６月１日から適用する。
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	　 /
	３　契約の方法　随意契約
	/
	/
	議案第７３号
	　 損害賠償の額の決定及び和解について
	報告第３号
	/
	専決処分の報告について
	/
	地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。
	/
	令和２年６月１８日提出
	/
	白河市長　　　鈴　木　和　夫　
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	　市は、次により、交通事故に係る損害賠償の額を定め、和解する。
	/
	白河市長　　　鈴　木　和　夫　
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	/
	報告第４号
	　 法人の経営状況について

